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第4章 事業計画 

4-1 施工計画 

4-1-1 施工方針 

(1) 事業実施基本事項 

ケニア国西部地域保健センター整備計画は、本報告書に基づいて、日本国関係機関にて検討さ

れ、日本国政府の閣議決定を経て、ケニア国との両国政府間において、本計画に係る交換公文

(E/N)が締結される。日本国政府無償資金協力の制度にしたがって締結される E/N に基づき、本

計画に係るコンサルタント、建設業者は日本法人とし、ケニア側との契約は日本政府の認証を受

ける必要がある。 

(2) 工期 

本プロジェクトの対象となる主な工事内容は、新築建物 3,500ｍ２を含む建設工事と、医療機

材の供給である。工事内容や規模、及び建設予定地の現況や建設資材の調達状況等の建設技術上

の条件と、工事期間中も既存施設で医療業務を継続的に実施するとの施設運用上の方針を考慮す

ると建設工事に必要な工期は第一期 6 ヶ月、第二期 12 ヶ月となる。 

(3) 発注方式 

一期工事については、工事が極めて小規模であること、建設工事と機材工事を５ヶ所のサイト

で一斉に完了する必要があるため、建設工事を請け負う建設会社と機材工事を請け負う総合商社

の、両者の共同企業体による一括入札での発注とする。 

 二期工事においては、それぞれの工事費が高額であること、それぞれの工事の調整が困難では

ないことから、建設工事を請け負う建設会社と機材工事を請け負う総合商社への分離発注とする。 

 工事の発注にあたっては、無償資金協力の方式に従って、それぞれの工事の請負業者は日本国

法人を対象として実施される、事前入札資格審査の合格者の中から入札により選定するものとす

る。 

(4) 事業実施体制 

本計画は、保健省（Ministry of Health）の管轄下で実施され、DHMB(District Hospital 

Management Board)が実施機関となる。 

 本計画に関する設計監理契約、工事契約、銀行取極などの諸契約手続きについては、保健省が

契約当事者となる。また、計画内容の専門技術的分野の協議等の調整業務は、DHMB が担当する

こととなる。
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図4-1 事業実施体制 

(5) 施工体制 

1) コンサルタント 

両国政府間の E/N が締結された後、ケニア国保健省は本計画の基本設計調査に係わった日

本法人のコンサルタント会社と本計画の詳細設計、施工監理に係わるコンサルタント契約を

締結し、日本国政府にその契約の認証を受ける。計画を円滑に実施するためには、E/N 締結

後速やかに契約を行うことが重要である。契約締結後、コンサルタントは本基本設計調査報

告書に基づき保健省と協議し、詳細設計および入札図書を作成、県保健管理委員会保健省及

び建設省の承認を得る。この詳細設計および入札図書に基づき、入札業務代行および施工監

理業務を実施する。 

2) 工事請負業者 

本プロジェクトは、施設の建設を行う建設工事と医療機材の調達の業務から成る。建設工

事の工事請負業者は、一定の資格を有する日本法人建築専業会社を対象に入札参加制限付き

一般競争入札により選定される。 

入札の結果、原則として最低価格入札者を落札者とし、工事契約を締結し、日本政府の承

認を受ける。 

(日本法人) 

• 専門技術分野の業務調整 

• 実施機関(契約当事者) 
保健省 

事務次官 

県保健管理委員会 

コンサルタント (詳細設計・施工監理) 

 

建築施工業者 (施設建設) 

機材調達業者 (機材調達・据付け) 

病院管理部門 
• 施設保守管理 
• 機材保守管理 

(契約) 
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4-1-2 施工上の留意事項 

本プロジェクトの実施にあたっては､特に以下の点に留意しなければならない｡ 

(1) 工事期間中の診療業務の中断を最小減に押さえる｡ 

本建設工事は 16 ヶ所の保健センター内で実施されるが､工事期間中も各ヘルスセンターは現

在行われている日常の診療業務を継続し､中断する期間を最小限に押さえる予定である｡これを

可能にするため､各建物毎に新設する施設の竣工時期、及び機材の納入開始時期などが厳密に､

入札図書の中で設定される必要がある｡工事請負業者は設定された各建物別の工期、機材の納入

期間を厳守するとともに､施工にあたっては患者､医療従事者及びスタッフ等施設の利用者に対

する安全対策を講ずる必要がある｡ 

(2) 国内及び第 3 国調達による資機材を多用する｡ 

ケニア国内で調達できる建設資材は砂､砂利､屋根瓦､コンクリートブロックなどである｡また､

セメントは国内生産されており､ウガンダやタンザニア等の周辺国へ輸出していることから､生

産量及び市場価格も安定している｡その他､サッシ､ガラス､鉄骨､及び天井材が国内で調達できる

がこれらは輸入品が大部分で､同じ材料を大量に入手するためには､十分な発注期間を考慮する

必要がある｡医療機材に関してはイギリス及び南アフリカ等から調達するなど第 3 国から調達す

ることになる｡このため､調達にあたっては第 3 国での調達事情､輸送手段､梱包方法､必要日数な

どを考慮した調達計画を策定する必要がある｡ 

(3) 資機材の通関､免税手続 

本プロジェクトの実施に関し､コンサルタント、工事請負者など日本国法人は､ケニアの国内法

により課せられている全ての税から免除される｡ 

4-1-3 施工区分 

本施設の施工は､無償資金協力の枠組みに従い、日本国政府とケニア国政府との協力によって

実施される｡施工にあたり両国がそれぞれ分担すべき工事､及び業務の内容は以下のとおりとす

る｡ 
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(1) 日本国政府の無償資金協力による負担工事 

1. 施設関係 

- 本基本設計報告書に記載された建物の施工 

- 建物の電気・空調・衛生設備 

- 機材の試運転、操作、保守点検、維持管理の技術指導 

2. 機材関係 

- 機材の調達 

- 機材の据付け 

3. 関連手続業務等 

- 日本国、及び第 3 国からケニア国への資機材輸送 

- 資機材輸送に係る手続業務 

(2) ケニア国政府による負担工事 

1. 敷地､外構工事関係 

- 本施設建設に必要な敷地の確保 

- 敷地内の障害物の撤去､及び整地 

2. 建設準備関係 

- 仮設事務所､作業場､資材置場等の敷地提供 

3. 什器・備品関係 

- 日本国政府側による負担工事範囲外の什器 ･ 備品 ･ 家具等 

4. 手続業務・費用負担等 

- 銀行取極めに伴う費用 

- 免税手続に伴う費用 

- 通関及び内陸輸送に係わる迅速な措置 

- 認証された契約に基づき､計画実施に携わる日本人に対して､ケニア国内で課せられる関

税､国内税､その他の財政課徴金に対する免税手続 

- 同上の日本人が業務を遂行するためのケニア国への入国､滞在に必要な便宜 

- 施設・機材が適正かつ効果的に運営されるための維持管理費 



 122 

- 建設に係わる諸手続に伴う費用 

4-1-4 施工監理計画 

日本国政府による無償資金協力の方式に従い､日本法人コンサルタント会社はケニア国政府側

の計画実施機関との間でコンサルタント契約を締結し､本プロジェクトの詳細設計及び施工監理

を行う｡施工監理の目的は工事が設計図書どおりに実施されているか否か確認し､工事契約内容

の適正な履行を確保するために公正な立場に立って､施工期間中の指導・助言・調整を行い､品質

の向上を図ることにあり､次の業務からなっている｡ 

1. 入札及び工事契約に関する協力 

建設工事､及び機材工事に係る日本の請負会社選定のため､入札に必要な入札図書等を作

成し､入札公告､入札参加願の受理､資格審査､入札図書の配布､応札書類の受理､入札結果評

価等の入札業務を行うと共に､ケニア国側の計画実施機関と請負会社との間の工事契約締結

に係る助言をする｡ 

2. 工事請負業者に対する指導･助言・調整 

施工工程､施工計画､建設資機材調達計画､機材調達・据付け計画等の検討を行い､工事請負

者に対する指導・助言・調整を行う｡ 

3. 施工図・製作図等の検査､及び承認 

工事請負会社から提出される施工図・製作図・書類等の検査､指導を行い承認を与える｡ 

4. 建設資機材・医療機材の確認､及び承認 

工事請負会社が調達しようとする建設資機材､及び医療機材と契約図書との整合性を確認

し､その採用に対する承認を与える｡ 

5. 工事検査 

必要に応じ､建築用部品､及び医療機材の製造工程における検査に立会い､品質及び性能の

確保にあたる｡ 
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6. 工事進捗状況の報告 

施工工程と施工現場の現況を把握し､工事の進捗状況を両国側に報告する｡ 

7. 竣工検査及び試運転 

施設や機材の竣工検査､及び試運転検査を行い､契約図書内容に合致していることを確認

し､検査完了書をケニア国側に提出する｡ 

8. 建築設備・機材操作トレーニング 

本計画の機材の中には操作にある程度の、また維持管理上の知識を必要とするものが含ま

れる。このため、これらの機材については据付け・調整・試運転の期間を通して、ケニア国

側の関係者に操作法、故障修復・修理技術を修得してもらうためのトレーニングを現場で行

う必要がある。コンサルタントはこのトレーニング計画に対し指導・助言を与える。 

コンサルタントは上記の業務を遂行するに当たり本プロジェクトの規模から判断し、全工

程を通して技術者１名をケニア国に派遣するのが妥当である。この他、工事の進捗に応じ、

適宜、技術者を現場に派遣し、必要な検査・指導・調整にあたらせると共に、日本国内側に

も担当技術者を配置し、現地との連絡業務、及びバックアップにあたる体制を確立する。ま

た、日本国政府関係者に対し、本計画の進捗状況・支払手続・竣工引き渡し等に関する必要

諸事項の報告を行う。 

4-1-5 資機材調達計画 

(1) 資機材調達の方針 

本施設に使用される資機材の調達に関し､以下の点に留意する必要がある｡ 

1) 現地調達 

施設完成後の補修､管理を容易に行うため､使用する資機材は可能な限り現地調達する｡こ

の場合､供給量を十分に把握した上で発注し､工事工程に影響を及ぼさないよう配慮する必

要がある｡ 

2) 輸入調達 

品質上の問題があり､供給量が不十分と判断される資機材は､日本､または､第 3 国からの
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調達とする｡この場合､工事請負業者は輸入・通関に関し、ケニア国側の計画実施機関と連絡

を取り、諸手続が円滑に行われるよう手配する必要がある｡ 

3) 資機材単価 

梱包、輸送、保険費を含む輸入調達材と現地調達材のそれぞれの単価を比較し、単価が安

い場合、あるいは、その差が比較的少ないと判断される場合は、現地調達材を優先して使用

する｡ 

(2) 建設資機材の調達計画 

建設工事に使用する主な資機材の調達先を以下のとおり計画する｡ 

表4-1 建築資機材調達計画 

調達先 
工事区分 資機材 

現地 日本 第3国 
備     考 

セメント ○   供給量が不安定であるが、輸入品も含めると現地調達可能である。  

砂 ○   川砂が入手可能 

砂利 ○   砕石が入手可能 

鉄筋 ○   品質良好で供給量も安定している。 

型枠 ○   輸入品、調達可能 

ストーン ○   間仕切壁用として使用可能 

コンクリート・ブロック ○   間仕切壁用として使用可能 

テラゾー・タイル ○   一般床材として現地で使用。ただし、種類は少ない。 

磁器タイル ○   現地で製造されている。種類は少ない。 

建築工事 

ガラス ○   現地で製造されている。 

建築工事 瓦(セメント瓦） ○   現地で一般に使用されている屋根材。 

 木材 ○   現地調達可能 

 珪酸カルシュウム ○   輸入品、調達可能 

 木製建具 ○   輸入品、調達可能 

 塗料 ○   補修を考慮し、現地調達とする。 

設備工事 ポンプ ○   汎用品ポンプは輸入品を現地調達、 

 衛生器具 ○   輸入品を現地調達。 

 塩化ビニル管 ○   継手調達困難。＊屋外埋設管のみ使用。 

 白ガス管 ○   輸入品を現地調達。 

 コンクリート管 ○   現地生産されている。 

 水槽 ○   現地にて調達可能。 

 ホースリール ○   輸入品を現地調達。 

 消火器 ○   同上 

電気工事 受電盤・配電盤 ○   品質確保が難しいが、調達可能。 

 動力盤・電灯盤 ○   同上 

 照明器具 ○   輸入品を現地調達。 

 電線管(PVC管) ○   現地調達可能。 
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(3) 医療機材の調達計画 

1) 現地調達 

現地調達される資機材は病棟用ベットとなる。 

2) 第三国調達 

医療機材の現地製品については、その調達が困難な状況から、日本および第三国からの調

達を考慮する。 

3) 輸送期間 

日本から調達される機材については、海上輸送に約 4 週間、第三国は西欧、南アフリカか

らの調達が予想され、それぞれ 3 週間前後を要する。 

4-1-6 実施工程 

本計画の実施に関し､日本､ケニア両国間で交換公文が締結された場合､以下の各段階を経て施

設の建設､機材の供与が実施される｡ 

1. 実施設計業務 

コンサルタントは設計監理契約の締結後､基本設計報告書に基づき､詳細設計図､仕様書､

入札要項書等の作成を行う｡この間､ケニア国側関係者と協議の上､各設計図書の承認を得る

ものとする｡所要期間は 2 ヶ月と予想される｡ 

2. 入札業務 

建設工事及び機材工事のそれぞれの請負業者は入札により決定される｡入札は､入札公示､

入札参加者の事前資格審査､入札､入札内容査定､請負業者の指名､工事契約の順に行われ､こ

の間約 2.0 ヶ月を要する｡ 

3. 建設工事及び機材工事 

本計画の施設内容､規模､及び現地建設事情から判断し､建設資材の調達､通関が順調に行

われるとすれば､本施設の建設に係わる工期は､機材工事を含め､第一期 6 ヶ月、第二期 12

ヶ月と想定される｡ 
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表4-2 事業工程表 

 月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12  
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4-2 概算事業費 

4-2-1 概算事業費 

(1) 積算条件 

積算の条件を次のとおり設定する。 

1. 積算時点 2000年11月 

2. 為替交換率 1US$ = 108.20円 = 76.74 Kshs. 

1Kshs. = 1.41円 

3. 工期 1期(3ヶ月)、2期(12ヶ月) 

4. 発注方式 第一期 

日本国法人の共同企業体に対する建設工事と機材工事の一括発注 

第二期： 

建設工事を請け負う建設会社及び、機材工事を請け負う総合商社への

分離発注 

5. 免税措置 無償資金協力の枠組みに従い、ケニア国への資機材の輸入における関

税、日本法人に対する事業税、所得税などケニア国内の各種の税が免

除される。 

(2) 日本国政府が負担する概算工事費 

建設工事費、機材工事費、及び設計監理費を含む日本国政府が負担する総事業費は約 7.78億

円と見込まれる。内訳は下表のとおりである。 

表4-3 日本国政府の無償資金協力による負担工事費 

工事費 (億円) 
区分 

合計 1期 2期 

1. 建設費 4.54億円 0.38億円 4.16億円 

 1) 直接工事費  ( 3.08)  ( 0.15)  ( 2.93） 

 2) 現場経費  ( 0.97)  ( 0.18)  ( 0.79） 

 3) 共通仮設費、その他  ( 0.49)  ( 0.05)  ( 0.44） 

2. 機材費 1.75億円 0.56億円 1.19億円 

3. 設計監理費 1.49億円 0.44億円 1.05億円 

総事業費 7.78億円 1.38億円 6.40億円 

( 十万円以下四捨五入) 
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ケニア国政府が負担する概算工事費 

本プロジェクト実施にあたり、以下の工事についてケニア側負担が必要となる。 

什器・備品工事(カーテン、事務家具等) ･･････････････････････ 700,000 円 

また、ケニア側が支払う必要がある手続き等に係る費用は、以下のとおりである。 

① 建築許可等、工事に必要な公的手続き費用 

② 輸入資機材に係る関税 

③ 国内税、その他の財政課徴金に対する免税に必要な費用 

④ 銀行取極手数料及び支払い授権書発行手数料 

4-2-2 維持・管理費計画 

(1) 本計画で拡大される部分 

本計画における保健センターの拡大部分に対し、増加すると思われる支出と、見込まれる

診療収入の増加を対比して、維持管理の現実性について検証した。以下、(2)，(3)の内容を

まとめて表 4-4 とした。 

(2) 支出の増加について 

本計画が実施された後、各保健センターは増築された施設や機材の維持・管理、また、医

療従事者の増員に伴って支出の増加を予想することができる。 

• 人件費の増加（保健省負担分） 

各保健センターへ派遣されるスタッフに支払われる金額は、保健省の設定より、クリニ

カルオフィサー(準医師)84,000Kshs/年、看護婦、検査技師及び公衆保健指導員

48,000Kshs/年として、増員数に応じて算出した。 

• 施設維持管理費の増加 

増築後 20 年間の年間単位床面積当たり平均 50Ksh 程度と想定される。 

500 ㎡増築の場合×50Ksh/㎡･年＝25,000Ksh/年～ 

200 ㎡の場合×50Ksh/㎡･年＝10,000Ksh/年と増築施設規模により異なる。 
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• 機材維持管理費の増加 

保守契約を結ぶ必要のない基礎的な機材であり補修部品＋消耗品のみを試算対象とし

償却期間を 7 年間と設定すると、年間平均機材維持管理費は機材本体費の割合より年間

8,000 シリング程度と予測される。 

• 電気料金の増加 

発電機の燃料費については、年間電力消費量に拘わらず、発電機の稼働時間で決定さ

れる。また新規の公共電力引き込みが発生する施設、引き込み容量の増加が必要な施設

はない。 

10Kkva のディーゼル発電機の燃費は 2.0 リットル/時間である。 

また、公共電力料金は１Kw.h 当たり 4.46Ksh である。 

• 公共電力引き込みがない施設の場合 

発電機の稼働時間を 1 診療日当たり 3 時間と設定する。 

3 時間×2.0 リットル×45Ksh/リットル×22 日×12 月/年＝71,280Ksh/年 

約 71,000Ksh /年 

• 公共電力引き込みがある施設の場合 

発電機の稼働時間を 1 診療日当たり 1.5 時間と設定する。 

1.5 時間×2.0 リットル×45Ksh/リットル×22 日×12 月/年＝35,640Ksh/年   

公共電力の有効通電時間を6時間、平均増加電力消費量は平均1kw/h程度と想定される。 

1kw/h×６時間×4.46Ksh/kwh×22 日×12 月/年＝7,064.64Ksh/年 

合計 約 43,000Ksh/年 

• 水道料金の増加 

公共水道またはコミュニティの水道が接続されている施設では、使用水量の増加が予

測されるが、本案件のヘルスセンターにおいてはいずれも水道料金は固定制であり、負

担料金の増加は発生しない。 

• 電話料金の増加 

本プロジェクトの実施による直接的な回線数・通話数の需要増加はないため、電話料

金の増加はないものとみなせる。 
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(3) 収入の増加について 

各保健センターの機材の改善、施設の増築等により増加すると思われる医療活動による収

入について検討した。 

• 診療収入、コミニュニティ資金調達 

これらは患者数(診察等)に応じて増加するものであり、保健センターを中心とした地

域社会において、施設の不備により診察に来ないという意見を総合的に調査し、3 割増を

見込むと考えることができる。これらを1999年の実績にこれを乗じて増加分を算出する。 

• 入院負担金 

病床の増加数については、新設される病棟のある保健センターにおいて、増加するベ

ッド数に対し、満床率を 0.4 としてこれを乗じて算出した。新設される施設のため既存

施設が用途変更されて病床が増加することも予想されるが、時期が明解にできないため、

全体的には考慮せず検討することにした。 

• 分娩負担金 

産科部門のサービスが施設の不備により行われていなかった保健センターについて、

産科部門が新設されることによる収入増を 1 週間に行われる分娩について調査の結果よ

り 11.4 回とし、施設規模の容量を越えない範囲であることからこの位を採用し、1 回の

収入 200Kshs.を乗じて収入増分を見込んだ。 

(4) 施設維持の可能性について 

  (2) の方法により検討した保健センター及びコミュニティーが支払わなければならない

支出の増加に対し、(3)において検討した収入増加によって予測される年間の収入から捻出

可能であることが判断される。ただし、キプケリオン(Kipkelion)ヘルスセンターについて

は現施設規模があまりにも小さく、医療施設としての使用に耐えられない程損傷が激しく、

ほとんどの医療活動を新設建物で行うことになるため、現在の活動を補足する形で行ってい

る検討方法で検証することはできない。この保健センターに関しては地域住民に対して最低

限のサービスが行えるように早急に施設を建設することが現時点での優先事項と判断した。 
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表4-4 保健センターの収支計画 
   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

1 ﾌｫｰﾄ ﾃﾅﾝ   人件費 ｸﾘﾆｶﾙｵﾌｨｻｰ×1名  84,000 

 (Fort Ternan Health Centre) 年  看護婦X3名  144,000 

  間  検査技師X1名  48,000 

  支  公衆保健指導員×1名  48,000 

  出 人件費合計 (保健省負担)  324,000 

  増 施設維持管理費 50Ksh× 290.51㎡  14,526 

  加 機材維持管理費   8,000 

   光熱費 軽油料金  71,000 

    LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  110,326 

   総支出  434,326 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ - - - 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 153,369 153,369(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 46,010 

  収 入院負担金(病棟新設分)  12床×365日×0.4(満床率)×50Ksh= 87,600 

  入 分娩負担金(増加分)  2,9分娩数/週×52週×200Ksh= 30,160 

  増 1999年収入合計 153,369 増収見込合計 163,770 

  加 総収入(Ksh)    317,139 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

2 ｷﾌﾟｹﾘｵﾝ  年 人件費 ｸﾘﾆｶﾙｵﾌｨｻｰ×1名  84,000 

 (Kipkelion Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)  84,000 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 531.28㎡  26,564 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  71,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  122,364 

   総支出  206,364 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 17,250 17,250(1999年実績)×0.6(患者増割合)= 5,175 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 7,000 7,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 2,100 

  収 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  入 分娩負担金(増加分)  1.5分娩数/週×52週×200Ksh= 15,600 

  増 1999年収入合計 24,250 増収見込合計 22,875 

  加 総収入(Ksh)    47,125 

  年 項目 支出内訳  増加額(ksh) 

3 ｿｼｵｯﾄ  間 人件費  -   - 

 (Sosiot Health Centre)  人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 431.94㎡  21,597 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  43,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  89,397 

   総支出  89,397 

  年 項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  間 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 68,150 68,150(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 20,445 

  収 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 3,000 3,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 900 

  入 入院負担金(病棟新設分) - 12床×365日×0.4(満床率)×50Ksh= 87,600 

   分娩負担金(増加分)  -  

  増 1999年収入合計 71,150 増収見込合計 108,945 

  加 総収入(Ksh)    180,095 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

4 ｶﾌﾟｺﾛｽ  年 人件費  -   - 

 (Kapkoros Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 287.02㎡  14,351 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  71,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  110,151 

   総支出  110,151 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 136,630 136,630(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 40,989 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 3,000 3,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 900 

  収 入院負担金(病棟新設分) - 10床×365日×0.4(満床率)×50Ksh= 73,000 

  入 分娩負担金(増加分)  -  

  増 1999年収入合計 139,630 増収見込合計 114,889 

  加 総収入(Ksh)    254,519 
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   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

5 ｳﾝﾀﾞﾅｲ  年 人件費  -   - 

 (Ndanai Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 287.31㎡  14,366 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  71,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  110,166 

   総支出  110,166 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 85,065 85,065(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 25,520 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 2,500 2,500(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 750 

  収 入院負担金(病棟新設分) - 10床×365日×0.4(満床率)×50Ksh= 73,000 

  入 分娩負担金(増加分)  -  

  増 1999年収入合計 87,565 増収見込合計 99,270 

  加 総収入(Ksh)    186,835 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

6 ｼｺﾞｰﾙ  年 人件費 ｸﾘﾆｶﾙｵﾌｨｻｰ×1名  84,000 

 (Sigor Health Centre) 間  看護婦X3名  144,000 

  支 人件費合計 (保健省負担)  228,000 

  出 施設維持管理費  -   

  増 機材維持管理費   8,000 

  加 光熱費 軽油料金  71,000 

    LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  95,800 

   総支出  323,800 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 232,615 232,615(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 69,784 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 8,000 8,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 2,400 

  収 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  入 分娩負担金(増加分)  - - 

  増 1999年収入合計 240,615 増収見込合計 72,184 

  加 総収入(Ksh)    312,799 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

7 ｴｹﾚﾝﾖ  年 人件費 看護婦X1名  4,800 

 (Ekerenyo Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)  4,800 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 419.01㎡  20,951 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  43,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  88,751 

   総支出  93,551 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 125,570 125,570(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 37,671 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 2,500 2,500(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 750 

  収 入院負担金(病棟新設分) - 12床×365日×0.4(満床率)×50Ksh= 87,600 

  入 分娩負担金(増加分)  11.4分娩数/週×52週×200Ksh= 118,560 

  増 1999年収入合計 128,070 増収見込合計 244,581 

  加 総収入(Ksh)    372,651 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

8 ｹﾛｶ   人件費  -   - 

 (Keroka Health Centre) 年 人件費合計 (保健省負担)   - 

  間     

  支 施設維持管理費 50Ksh× 287.31㎡  14,366 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  43,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  82,166 

   総支出  82,166 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

   ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 146,645 146,645(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 43,993 

  年 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 11,000 11,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 3,300 

  間 入院負担金(病棟新設分) - 12床×365日×0.4(満床率)×50Ksh= 87,600 

  収 分娩負担金(増加分)  - - 

  入     

  増 1999年収入合計 157,645 増収見込合計 134,893 

  加 総収入(Ksh)    292,538 
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   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

9 ﾏﾝｶﾞ  年 人件費  -   - 

 (Manga Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 52.71㎡  2,636 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  71,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  98,436 

   総支出  98,436 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 83,970 83,970(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 25,191 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 11,000 11,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 3,300 

  収 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  入 分娩負担金(増加分)  - - 

  増 1999年収入合計 94,970 増収見込合計 28,491 

  加 総収入(Ksh)    123,461 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

10 ｹｳﾝﾌﾞ  年 人件費  -   - 

 (Keumbu Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費  -   

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  43,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  67,800 

   総支出  67,800 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

   ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 232,615 232,615(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 69,785 

  年 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 25,100 25,100(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 7,530 

  間 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  収 分娩負担金(増加分)  - - 

  入     

  増 1999年収入合計 257,715 増収見込合計 77,315 

  加 総収入(Ksh)    335,030 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

11 ﾏﾗﾆ  年 人件費  -   - 

 (Marani Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 221.18㎡  11,059 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  43,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  78,859 

   総支出  78,859 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

   ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 101,390 101,390(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 30,417 

  年 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 10,000 10,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 3,000 

  間 入院負担金(病棟新設分) - 6床×365日×0.4(満床率)×50Ksh= 43,800 

  収 分娩負担金(増加分)  - - 

  入     

  増 1999年収入合計 111,390 増収見込合計 77,217 

  加 総収入(Ksh)    188,607 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

12 ﾏｼﾝﾊﾞ  年 人件費  -   - 

 (Mashimba Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 52.71㎡  2,636 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  71,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  98,436 

   総支出  98,436 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

   ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 146,645 146,645(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 28,563 

  年 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 11,000 11,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 1,500 

  間 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  収 分娩負担金(増加分)  - - 

  入     

  増 1999年収入合計 157,645 増収見込合計 30,063 

  加 総収入(Ksh)    187,708 
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   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

13 ｹﾆﾔﾝﾔ  年 人件費  -   - 

 (Kenyanya Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 254.10㎡  12,705 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  71,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  108,505 

   総支出  108,505 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 81,200 81,200(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 24,360 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 14,000 14,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 5,200 

  収 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  入 分娩負担金(増加分)  - - 

  増 1999年収入合計 95,200 増収見込合計 29,560 

  加 総収入(Ksh)    124,760 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

14 ｳﾝﾄﾞｩﾙ  年 人件費 ｸﾘﾆｶﾙｵﾌｨｻｰ×2名  168,000 

 (Nduru Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)  168,000 

  支 施設維持管理費  -   

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  71,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  95,800 

   総支出  263,800 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 274,660 274,660(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 82,398 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 7,000 7,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 2,100 

  収 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  入 分娩負担金(増加分)  - - 

  増 1999年収入合計 281,660 増収見込合計 84,498 

  加 総収入(Ksh)    366,158 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

15 ﾆｬﾏﾁｪ  年 人件費  -   - 

 (Nyamache Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 221.18㎡  11,059 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  43,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  78,859 

   総支出  78,859 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

  年 ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 163,870 163,870(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 49,161 

  間 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 8,000 8,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 2,400 

  収 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  入 分娩負担金(増加分)  - - 

  増 1999年収入合計 171,870 増収見込合計 51,561 

  加 総収入(Ksh)    223,431 

   項目 支出内訳  増加額(ksh) 

16 ｵｹﾞﾝﾎﾞ  年 人件費  -   - 

 (Ogembo Health Centre) 間 人件費合計 (保健省負担)   - 

  支 施設維持管理費 50Ksh× 287.02㎡  14,351 

  出 機材維持管理費   8,000 

  増 光熱費 軽油料金  43,000 

  加  LPGｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ料金  16,800 

   維持管理費合計 (ﾍﾙｽｾﾝﾀｰ/ｺﾐｭﾆﾃｨ負担)  82,151 

   総支出  82,151 

   項目 1999年収入実績 増収内訳 増加額(ksh) 

   ｺｽﾄｼｪｱﾘﾝｸﾞ 1,268,197 1,268,197(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 380,459 

  年 ｺﾐｭﾆﾃｨ資金調達 80,000 80,000(1999年実績)×0.3(患者増割合)= 24,000 

  間 入院負担金(病棟新設分) - - - 

  収 分娩負担金(増加分)  - - 

  入     

  増 1999年収入合計 1,348,197 増収見込合計 404,459 

  加 総収入(Ksh)    1,752,656 
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第5章 プロジェクトの評価と提言 

5-1 裨益効果 

本計画により達成あるいは期待される主たる効果は以下のとおりである。 

(1) 直接効果 

① 中核保健センターにおける医療サービスの改善 

中核となる 16 保健センターの施設、インフラ及び機材を、標準モデルに基づいて

整備し機能を強化する事により対象保健センターのサービス圏内の住民がより良質

なサービスを受けることが可能になる。なお、対象医療施設の裨益人口（年間診療

患者数〔実績〕の合計）は 148,500 人である。 

② 上位病院の負荷の軽減 

保健センターレベルに入院施設を設けることにより、軽症患者を保健センターで治療

し、重症患者のみ上位病院で治療することで、上位病院の負担軽減を図り、その結果地

域内のレファレル体制が強化される。 

③ 財務管理等の自主運営能力の向上 

保健センター及びその運営主体である地域コミュニティでは、自主運営に必要な診療

収入の運用に関する財務管理の知識が不足している。 

 保健センターが適切に運営されるよう技術指導を行うことにより、保健センターの自

主運営能力の向上が期待される。 

 

(2) 間接効果 

① ケニア国保健センターの施設及び設備のモデルの確立 

現在ケニア国の保健センターの規模及び機能に著しい格差が見られ、地域医療サ

ービスの向上に大きな障害となっている。今回の保健センターの改善計画は、今後

のケニアにおける保健センターとしての施設の室構成・配置及び機材の整備を実施

する際の指針となることが期待される。 

② 地域医療の面的サービスの確立 
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限られた資源の中で地域保健医療サービスを向上させるには、地域内で複数の保

健施設を戦略的に選定し、その施設を中心とした医療サービス圏を拡充し、組織体

制を整備する必要がある。本プロジェクトでは、１６ヵ所の中核となる保健センタ

ーを整備することにより、レファレルシステムのような縦の関係の強化のみならず、

保健センター間の横のつながりが強化されることにより面的サービスの拡充が期待

され、対象人口約 270 万人に裨益する。 

 

5-2 妥当性に係わる実証と検証 

本計画は、以下に揚げる観点から無償資金協力による計画の実施が妥当であると判断される。 

(1) 本計画は、ケニア国が推進する「Health Policy Framework（1999～2004）」の一環と

して推し進められている地域医療サービス改善政策と合致するものであり、同政策の開

発促進に資する計画であると判断する。 

(2) 本計画の目的は、プライマリーヘルスケアの中心である保健センターの整備とし、これ

はケニア国が推進しようとする地域医療施設の改善及び拡充計画と一致する。 

(3) 本計画の内容は、保健センターとして最低限必要な施設、設備及び老朽化したりあるい

は不足した機器の補給を目的とし、経済性及び医療施設の実情に即していないものは除

外している。したがって実行可能性の高いものと判断する。 

(4) 保健センターの運営は、コミュニティが実行しているが、各施設ともコミュニティの賛

同及び積極的な協力が得られることになっていることから、実行可能性の高いものと判

断する。 
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5-3 課題と提言 

今回のプロジェクト実施後、16 ヵ所の保健センターが円滑に地域医療サービスを遂行する

には、保健省を含む中央行政の支援と地域（コミュニティ）との協力が不可欠である。 

以下に保健センターの抱える課題に対する提言を示す。 

解決・改善されなければ目標の達成が困難と思われるもの。 

(1)医療従事者の充足 

施設増築後の規模に対応した医療従事者の補強、及び、現在の医療スタッフの再教育

が、保健省によって計画・実行される必要がある。 

(2)施設の有効利用 

増築後、既存施設の部屋の用途変更（平面図に提案事項記載）と、それにに伴う機材・

家具の再配置が、コミュニティ若しくはスタッフによって実施される必要がある。 

(3)既存施設の補修 

コミュニティによって、既存施設を十分継続使用できる状態にするよう、必要な改修

が行われる必要がある。 

(4)施設の運営維持 

県保健省による維持管理費用の支給手続きが、保健センターの申請に対して迅速に行

われ、医療活動に支障を来さないようにする必要がある。 

 

改善することによって、本計画がより効果的に実施されると思われるもの。 

(1)大規模な保健センターの管理体制 

保健センターの規模はまちまちであるのに対し、管理する準医師は１人であるので、

保健省は大規模な施設に対しては複数の準医師で管理する体制を検討する。 

(2)施設の衛生管理 

コミュニティ若しくはスタッフによって管理責任者を任命し、管理体制を整える。 

(3)インフラ施設のメンテナンス 

給排水・電気の設備が継続して使用し続けられるよう良好なメンテナンスを行う。 

(4)医療廃棄物の適切な処理 

管理責任者を任命し、廃棄物の分別、特に危険な廃棄物を焼却など適切に処理する。 

全体として、実施機関である保健省に定期的にモニターを行い、成果に対する評価を JICA

へ報告することを要請する。 



 

 

 

 

 

 

 

資  料 

 

 

 



1. 調査団員 

(1) 基本設計調査(平成 12 年 9 月 2 日～10 月 11 日) 

1. 小早川  隆敏 (団長) 東京女子医科大学教授 

2. 岩 城  幸 男 (計画管理) 国際協力事業団  

無償資金協力部 

業務ニ課 

3. 新 井  文 雄 (業務主任) 株式会社 山下設計 

4. 高 草  啓 史 (機材計画 1 

/医療体制整備計画) 

株式会社 山下設計 

5. 道津  美岐子 (機材計画 2) 株式会社 山下設計 

6. 津 本  正 芳 (建築/設備計画 1) 株式会社 山下設計 

7. 石 岡  紀 夫 (建築/設備計画 2) 株式会社 山下設計 

8. 吉澤  久仁子 (調達計画/積算) 株式会社 山下設計 

 

(2) 基本設計概要説明調査(平成 12 年 12 月 4 日～12 月 23 日) 

1. 小早川  隆敏 (団長) 東京女子医科大学教授 

2. 岩 城  幸 男 (計画管理) 国際協力事業団  

無償資金協力部 

業務ニ課 

3. 新 井  文 雄 (業務主任) 株式会社 山下設計 

4. 高 草  啓 史 (機材計画 1 

/医療体制整備計画) 

株式会社 山下設計 

5. 津 本  正 芳 (建築/設備計画 1) 株式会社 山下設計 

 



2. 調査日程 

(1) 基本設計調査(平成 12 年 9 月 2 日～10 月 11 日) 

日順 月日 内容 

1.  9月2日 (土) • 東京発(BA008)  ロンドン着(新井、高草、道津、津本) 

2.  9月3日 (日) • ナイロビ着 

3.  9月4日 (月) • 保健省表訪問及び協議(質問書依頼) 

• JICA ケニア事務所表敬訪問 

• KMTC 見学 

4.  9月5日 (火) • ローカルコンサルタントと協議、資料収集の依頼 

• ナイロビ発  ケリチョー着 

• 州保健局表敬訪問 

5.  9月6日 (水) • 県保健局表敬訪問（ケリチョー県） 

• 保健センター（ソシオット）調査 

• 病院訪問（テンウィック） 

• ケリチョー発  キシイ着 

6.  9月7日 (木) • 県保健局にて調査日程の調整(キシイ県) 

• 保健センター（ケウンブ）調査 

7.  9月8日 (金) • 保健センター調査（オゲンボ、ケニヤンヤ、ニヤミラ） 

8.  9月9日 (土) • キシイ発  ナイロビ着 

• 東京発(JL403)  ロンドン発(小早川団長、岩城) 

9.  9月10日 (日) • 資料の整理 

• ロンドン発(BA2069)( 小早川団長、岩城) 

10.  9月11日 (月) • ナイロビ着 

• 日本国大使館へ表敬訪問 

• JICA ケニア事務所表敬訪問及び日程調整 

11.  9月12日 (火) • 保健省表敬訪問及び協議 

• 東京発(BA008)  ロンドン着(石岡、吉澤) 

• ロンドン発(BA2069) 

12.  9月13日 (水) • ナイロビ着(石岡、吉澤) 

• ローカルコンサルタントと打合せ 

• 価格調査、質問書の依頼 

13.  9月14日 (木) • JICA 専門家と面会、打合せ 

• ナイロビ発  ケリチョー着 

14.  9月15日 (金) • ケリチョー県知事を表敬訪問 

• ケリチョー県病院視察 

• 保健センター見学（エケレンヨ） 

15.  9月16日 (土) • 団内会議 

• 収集資料の整理・解析 

16.  9月17日 (日) • ケリチョー発  キシイ着 

• 団内会議、予定の確認 

17.  9月18日 (月) • 保健省大臣と面会、視察に同行 

• キシイ県病院の視察 

• 保健センターの調査（オゲンボ、ケニヤンヤ） 

18.  9月19日 (火) • キシイ発  ナイロビ着 

• 団内打合せ 

• 建設事情調査及び価格調査所回収 

19.  9月20日 (水) • 協議議事録案の作成 

• 保健省にて協議及び議事録の内容について確認 

20.  9月21日 (木) • 団内打合せ 

• 保健省にて協議議事録のまとめ及び協議 

21.  9月22日 (金) • 保健省にて協議議事録の最終調整及び署名 

• JICA ケニア事務所へ報告 

• ナイロビ発(BA2068)(小早川団長、岩城) 

22.  9月23日 (土) • ケニヤッタ病院視察 

• 団内打合せ(調査日程の調整) 

23.  9月24日 (日) • ナイロビ発  ケリチョー着 

24.  9月25日 (月) • ケリチョー県知事を訪問、日程報告 

• 保健センター調査（カプコロス、ケロカ） 

25.  9月26日 (火) • 保健センター調査(マンガ、マラニ) 

26.  9月27日 (水) • 保健センター調査（マシンバ、ウンドゥル） 

• キシイ県保健局長と日程調整 

27.  9月28日 (木) • 保健センター調査(ウンドゥル、ケウンブ) 

28.  9月29日 (金) • 保健センター調査（オゲンボ、ケニヤンヤ、ニヤマチェ） 



日順 月日 内容 

• リフトバレー州、州保健局長に面会、調査内容の報告 

29.  9月30日 (土) • 収集資料の整理、内容確認 

• 団内会議 

30.  10月1日 (日) • ニヤンザ州州知事を面会、調査内容の報告 

• 収集資料の解析 

31.  10月2日 (月) • 保健センター調査(シゴール) 

• キシイ発  ナイロビ着 

32.  10月3日 (火) • ローカルコンサルタントと打合せ、収集資料の回収 

• 保健省と打合せ、調査内容の報告 

33.  10月4日 (水) • 保健省にてカウンターパートと打合せ 

• 建築市場調査、質問書回収 

34.  10月5日 (木) • 保健賞にて調査結果報告 

35.  10月6日 (金) • JICA ケニア事務所にて調査結果報告 

• 日本大使館へ調査結果報告 

36.  10月7日 (土) • 質問書の回収、 

• 市場調査 

37.  10月8日 (日) • 収集資料の整理 

38.  10月9日 (月) • ナイロビ発(BA2068)(新井、高草、道津、津本、石岡、吉澤) 

39.  10月10日 (火) • ロンドン着  ロンドン発(BA007) 

40.  10月11日 (水) • 成田着 

 

(2) 基本設計概要説明調査(平成 12 年 12 月 4 日～12 月 23 日) 

日順 月日 内容 

3.  12月4日 (月) • 東京発(BA006)  ロンドン着(新井、高草、津本) ロンドン発(BA2069) 

4.  12月5日 (火) • ナイロビ着 

• JICA ケニア事務所表敬訪問、日程の確認 

• 保健省表訪問及び協議 

5.  12月6日 (水) • 保健省表訪問及び日程協議 

• ナイロビ発  ケリチョー着 

6.  12月7日 (木) • ケリチョー県保健局長を表敬訪問 

• 保健センターにてワークショップ開催(フォートテナン、キプケリオン) 

7.  12月8日 (金) • 保健センターにてワークショップ開催(ソシオット、カプコロス) 

• 東京発(JL403)  ロンドン着(小早川団長、岩城) 

8.  12月9日 (土) • ケリチョー発  ナイロビ着 

• ロンドン発(BA2069) 

9.  12月10日 (日) • ナイロビ着(小早川団長、岩城) 

• 団内打合せ 

10.  12月11日 (月) • 日本国大使館へ表敬訪問 

• JICA ケニア事務所表敬訪問及び日程確認 

11.  12月12日 (火) • 協議議事録案の作成 

12.  12月13日 (水) • 団内打合せ 

• 協議議事録案の作成 

13.  12月14日 (木) • 保健省にて協議 

• 団内協議 

• 協議議事録作成 

14.  12月15日 (金) • 保健省にて協議議事録作成 

• JICA ケニア事務所へ結果報告 

15.  12月16日 (土) • ローカルコンサルタント打合せ 

• ナイロビ発  ナクル着 

16.  12月17日 (日) • ナクル発  キシイ着 

• 資料整理 

17.  12月18日 (月) • 保健センターにてワークショップ開催(オゲンボ、ウンドゥル) 

18.  12月19日 (火) • 保健センターにてワークショップ開催(マンガ、シゴール) 

• キシイ発  ナイロビ着 

19.  12月20日 (水) • ワークショップのまとめ 

• 団内打合せ 

20.  12月21日 (木) • 保健省へワークショップの結果報告 

• JICA ケニア事務所及び日本国大使館へ調査結果報告 

• ナイロビ発(BA2068) (新井、高草、津本) 

21.  12月22日 (金) • ロンドン着  ロンドン発(BA007) 

22.  12月23日 (土) • 東京着 

 



3. ケニア国関係者リスト 

保健省(Ministry of Health) 

Prof. Julius s. Meme Permanent Secretary 

Dr. Richard O. Muga Director of Medical Service 

Dr. I. B. Amira Deputy Director Medical Services 

Mr. Albert K. g. githinji Deputy Secretary 

Mr. S. J. M. Kalama CHAO 

Mr. Joseph M. Waltaka Deputy Chief Public Health Officer 

Mr. George Wanjau Senior Economist 

Mr. Martin M. Owino Medical Engineer 

Mr. Joel gtonga PHD 

Mr. Yasuhiro Hiruma JICA Expert 

ニヤンザ州（Nyanza Province) 

Prof. Sam Ongeri Minister for Public Health 

Dr. Ambrose O. Misore Provincial Medical Officer 

リフトバレー州（Nyanza Province) 

Dr. Kenneth L. Chebet Provincial Medical Officer 

ケリチョー県（Kericho) 

Mr. Athman B. Shauri District Commissioner 

Dr. Paul laigong District Medical Officer of Health 

Mr. David K. Koech DPOH Kericho 

ケリチョー県病院（Kericho Dostrict Hospital) 

Dr. Simon Siele  Medical Superintendent 

Mrs. Wilkister Ogqang  Nurisng Officer 

Dr. Elinice Obiero Physician 

Mr. Alexander Yebei Lob Technologist 

Dr. Odniembo J. M. Achola Surgeon 

Mr. Mathew Ketter Clinical Officer 

キシイ県（Kisii) 

Dr. Wycliffe Nyamwancha Medical Supervisor 

Dr. Willis Akhawale MOH 



Mr. S. O. Warfe DOI for DC 

グチャ県（Gucha） 

Mr. Njoroge Ndirangu District Commissioner 

Dr. Michael Ando District Medical Officer of Health 

Mr. Marita Ondaba DHMB 

Mr. G. N. Nyangechi DPHO 

在ケニア日本大使館(Japan Embassy) 

Mr. Morihisa Aoki Ambassador 

Mr. Yosuke Matsumiya First Secretary 

国際協力事業団ケニア事務所(JICA Kenya Office Office) 

Mr. Eiji Hashimoto Resident Representative 

Mr. Takeshi Naruse Deputy Resident Representative 

Mr. Atsushi Matsumoto Deputy Resident Representative 

Mr. Tom Nitta Deputy Resident Representative 

Mr. Yoshiro Kurashina Assistant Resident Representative 

Mr. Shoji Hasegawa Technical Advisor on Grant Aid Project 

Mr. Willie Makori Nyambati Health Programme Officer 

世界保健機関(World Health Organization) 

Dr. Peter P. Eriki Representative 

USAID(U.S. Agency for International Development) 

Ms. Mildred Howard Senior Health Programme Advisor 

Ms. Emma Njuguna Office Population and Health 

GTZ(German Technical Cooperation) 

Dr. Henri van den Hombergh Team Leader 
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